
 

地殻変動計測のための多様な衛星 SAR データの利用に関する研究（第 2 年次） 
 

 

実施期間 平成 28 年度～平成 30 年度 

地理地殻活動研究センター 

地殻変動研究室 

 

森下 遊 

 

1. はじめに 

国土地理院では，SAR（合成開口レーダー）のデータを使用した SAR 干渉解析により，地震・火山

活動・地盤沈下・斜面変動等に伴う地表変位を計測及び監視する事業，また，その事業に資するため

の研究開発を行ってきた．これまでは JAXA が開発した L バンド（波長約 24cm）SAR 衛星の ALOS

（2006 年～2011 年）及び ALOS-2（2014 年～）のデータを主に利用してきた．一方で，世界では ESA

（欧州宇宙機関）によって打ち上げられた Sentinel-1 という C バンド（波長約 5.5cm）SAR 衛星の利

用が進んでいる．Sentinel-1 は Sentinel-1A（2014 年～）と Sentinel-1B（2016 年～）の 2 機で構成され，

最短 6 日間隔（日本域は概ね 12—24 日間隔）という高頻度な観測を行っている．本研究では，ALOS-2

及び Sentinel-1 のデータを使用して霧島山（硫黄山）を対象に干渉 SAR 時系列解析を実施し，地表変

位の詳細な時間的推移の検出を試みると共に，各データの特性を比較した． 

 

2. 研究内容 

2.1 解析対象 

硫黄山は九州南部にある霧島山火山群を構成する火山の一つであり，韓国岳から北西 1-2km のえび

の高原に位置する．前回の噴火は 1768 年であるが，2013 年 12 月以降，火山性地震が発生するように

なり，2014 年 10 月 24 日には火口周辺警報（火口周辺危険，噴火警戒レベル 2 相当）が発表された．

（硫黄山では 2016 年 11 月 22 日に噴火警戒レベルの運用が開始された．）その後，火山活動の沈静化

と活発化，それに伴う噴火警戒レベルの上げ下げを繰り返し，2017 年 5 月 9 日には 3 年間で 4 度目の

噴火警戒レベル 2（相当）への引き上げが行われた． 

国土地理院は，ALOS-2 データを使用した SAR 干渉解析により硫黄山の膨張をたびたび検出し，火

山噴火予知連絡会へ報告してきた（例えば，国土地理院（2016））．長期間の解析結果では，2015 年 9

月から 2017 年 5 月（2.7 年間）の累積で 10cm 以上の隆起，10cm 以上の東西拡大の変動が検出された

（図-1）． 

 

2.2 解析データ，解析手法 

使用したデータは，ALOS-2 及び Sentinel-1 である．時系列解析を実施するには，ある程度多いデー

タ数が必要となる（最少枚数は手法によって異なるが，ここでは 10 程度を閾値とした）．霧島山を含

む時系列解析可能なデータセットは，各衛星で北行 2 個，南行 1 個ずつの計 6 個存在した（表-1）．観

測期間はデータセットによって異なるが，最も古いものが 2014 年 9 月 30 日，最も新しいものが 2017

年 8 月 25 日である． 

ALOS-2 の日本域観測頻度は通常年 3-4 回程度であり，多くの地域では観測開始から 3 年以上が経

過した現在でもデータ数は 10 枚強程度にとどまる．しかし，霧島山の南北には 2015 年 8 月桜島火山

活動や 2016 年 4 月熊本地震の変動域が含まれ，それらに伴う緊急観測により，他地域よりはるかに多

い観測データが存在した． 
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Sentinel-1 は 2016 年末までは概ね 24 日間隔の観測が実施されていたが，2016 年末以降に Sentinel-1B

の運用が開始して以降，12 日間隔の高頻度観測が実施されている． 

時系列解析には StaMPS/MTI （version 3.2.1）を使用し，Small Baseline 法を適用した（Hooper, 2008）．

解析対象範囲や変動域が非常に狭いため PS 点の間引きは実施せず，また時空間フィルタは適用しな

かった．変位量の基準（固定点）は硫黄山の西約 1km に位置する建造物（えびのミュージアムセンタ

ー等）を含む半径 300m の領域内の平均とした． 

 

 

図-1 硫黄山周辺の地形図，航空写真，長期間の SAR 干渉解析結果，2.5 次元解析結果． 

 

表-1 使用データセット（全て右観測） 

衛星  軌道方向  入射角  観測期間（yyyy/mm/dd）  データ数  平均観測間隔  最長観測間隔  

ALOS-2 

北行  32° 2014/10/23—2017/05/18 12 枚  85.3 日  154 日  

北行  43° 2014/09/30—2017/06/20 20 枚  52.3 日  140 日  

南行  36° 2015/02/09—2017/06/12 30 枚  29.4 日  112 日  

Sentinel-1 

北行  33° 2015/05/08—2017/08/19 47 枚  18.1 日  48 日  

北行  44° 2015/05/01—2017/08/24 47 枚  18.1 日  48 日  

南行  38° 2014/11/21—2017/08/25 52 枚  19.8 日  48 日  

 

3. 得られた成果 

3.1 PS 点分布 

図-2 は各データセットで抽出された硫黄山周辺の PS 点の分布である．ALOS-2 の方が Sentinel-1 よ

りも高密度な PS 点分布となっている．これは，データ本来の空間分解能が ALOS-2 は 3m×3m であ
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るのに対し，Sentinel-1 は 4m×20m（レンジ×アジマス）であり，アジマス（衛星進行）方向の分解

能が大きく劣るためである．つまり，Sentinel-1 で ALOS-2 ほどの高密度な PS 点を抽出することは原

理的に不可能である． 

一方，Sentinel-1 は C バンドであるにも関わらず，万遍なく PS 点が抽出できている．これは，当該

地域が裸地であることに加え，Sentinel-1 の高頻度かつ短垂直基線長（概ね±100m 以内）観測のおか

げで干渉性の高い Small Baseline ネットワークが形成可能であることによるものと考えられる．C バン

ドでも，このような好条件であれば非都市部でも万遍なく PS 点を抽出可能であることを示している．  

なお，ALOS-2 北行 32°の PS 点分布には一部空白域が見られるが，これはデータ数が少なかったこ

とや，平均観測間隔が比較的長く干渉性の条件が他よりも良くなかったことに起因していると考えら

れる（表-1）． 

 

 
図-2 硫黄山周辺の PS 点分布．赤円は各軌道方向の変位量ピーク領域を示す． 

 

3.2 変位時系列 

図-3 は各データセットの変位量ピーク領域における変位時系列である．全データセットで共通して，

2015 年 10 月頃の火山活動を境に膨張性の変位の開始とその後の継続が見られる．その後の 2016 年夏

以降の停滞や 2016 年末以降の再膨張も全データセットで矛盾のない結果を示している．特に，

Sentinel-1 では平均 20 日程度の高頻度観測のおかげで，変位の時間的推移を明確に把握することがで

きる．ALOS-2 でも高頻度観測が実施された期間は一部存在するものの，1 ヶ月以上の間隔が生じるこ

とが非常に多く，詳細な時間的推移を把握することは困難である． 

 

-126-



 

 
図-3 変位量ピーク領域における変位時系列． 

 

4. まとめ 

霧島山（硫黄山）を対象に，ALOS-2 と Sentinel-1 のデータを使用して干渉 SAR 時系列解析を実施

した．Sentinel-1 は空間分解能の制約により ALOS-2 よりも PS 点密度は低いが，高頻度かつ短垂直基

線長の観測のおかげで，C バンドでありながらも万遍なく PS 点を抽出することができた．変位時系

列では，全てのデータセットで火山活動と調和的な変位が検出できたが，特に Sentinel-1 では高頻度

観測により変位の時間的推移を詳細に把握することができた． 

火山活動は短い時間スケールで時々刻々と変化し得るものであり，その評価のためには高頻度な観

測データが必要である．現状の ALOS-2 では 1 ヶ月以上の間隔が生じることが多いが，2020 年度打ち

上げ予定の後継機である先進レーダ衛星（ALOS-4）では年 20 回程度の高頻度観測が実施される予定

であり，そのデータをフル活用することで Sentinel-1 に匹敵する詳細な時系列変化を検出できるよう

になることが期待できる． 

 

参考文献 

Hooper, A. (2008): A multi-temporal InSAR method incorporating both persistent scatterer and small baseline 

approaches, Geophys. Res. Lett., 35, L16302. 

国土地理院（2016）：霧島山（えびの高原（硫黄山）周辺）の火山活動に伴う地殻変動の検出について，

第 134 回火山噴火予知連絡会． 
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広域地殻変動データに基づくプレート境界の固着とすべりの時間変化に関する

研究（第 1 年次） 
 

          

実施期間 平成 29 年度～平成 31 年度 

地理地殻活動研究センター

地殻変動研究室 

小沢慎三郎 

矢来博司 

 

1. はじめに 

海溝型地震はプレート境界の固着域で発生する．このため海溝地域の固着域の場所，大きさ等を精

度よく推定する事は地震発生予測にとって大変重要である．しかしながら，日本列島は活断層を境界

とするマイクロプレートから成り立っているため，固着域推定にはマイクロプレートの動きを考慮し

た解析が必要となってくる． 

 

2. 研究内容 

本研究では，時間依存のブロック断層モデリングを改良し，日本全国の解析を行った．日本列島の

ブロック分けは Loveless & Mead（2010）に従った．内陸活断層は矩形断層で，海溝域のプレート境界

はスプライン曲面で表現し解析を行っている．太平洋プレートとフィリピン海プレートの形状は，

Hiroset et al.（2008）を採用した．解析期間は東北地方太平洋沖地震前の 14 年間を取り上げた．拘束

条件として，プレート間固着は，プレートの相対運動速度を超えないように制約すると共に，固着・

滑りの方向は，プレート相対運動と平行になるように固定した． 

 

3. 得られた成果 

太平洋プレートとオホーツクプレート間の固着状態の時間変化から，2003 年十勝沖地震（Mw8.0）

のアフタースリップ，2005 年の宮城沖の地震（Mw7.0）の影響による宮城沖での固着の弱化と回復，

茨城沖（Mw6.9），福島沖の地震（Mw7.0）の余効変動による，2008 年以降茨城沖，福島沖でプレート

間カップリングが小さくなっていたこと等が検出され，先行研究と調和的な結果が得られている（図

-1）．またフィリピン海プレートとアムールプレート間の固着状態の時間変化から 1997 年，2003 年，

2010 年の豊後水道，2001 年～2005 年程の東海地方の長期的なスロースリップが検出された（図-2）． 

 

4. 結論 

本手法は，定常状態を仮定する必要がなく，プレート間の固着状態の監視を別の視点から行えるた

め，地殻活動モニタリングに有効であることが検証された． 

 

参考文献 

Hirose, F., Nakajima, J., & Hasegawa, A. (2008): Three-dimensional seismic velocity structure and 

configuration of the Philippine Sea slab in southwest Japan estimated by double-difference tomography. J 

Geophys Res, 113:1978-2012. 

Loveless J.P., Meade B.J.(2010): Geodetic imaging of plate motions, slip rates, and partitioning of deformation 

in Japan.  
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図-1 推定された太平洋プレート上の固着（青）と滑り（赤）．コンター間隔は 2cm. 
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図-2 推定されたフィリピン海プレート上の固着（青）と滑り（赤）．コンター間隔は 2cm. 
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日本列島下の粘性構造の推定に関する研究（第 1 年次） 
 

 

実施期間 平成 29 年度～平成 31 年度 

地理地殻活動研究センター  

地殻変動研究室 水藤 尚 

 

1. はじめに 

余効変動の発生原因には余効滑りと粘性緩和の大きく 2 つが考えられている．余効滑りは断層面上

の摩擦状態に起因するが，現状では摩擦状態を直接的に算出するすべはなく観測データから滑りの状

態を推定しなければならない．一方で，粘性緩和は地下の粘弾性構造と粘性率を仮定すれば，地震時

の断層モデルを基にモデル計算値の算出が可能である．粘性緩和による変動は余効滑りに比べると小

さいが数十年以上の長期間に渡って継続することが知られている．このことは数十年以上前に発生し

た大地震の影響が現在も継続していることであり，この影響を正当に評価しなければ地殻活動を誤っ

て評価しかねない．粘性緩和による変動の見積りには地震時の変動の再現，地下の粘弾性構造，粘弾

性媒質の粘性率の大きく 3 つが影響する．この内，地震時の変動の再現はモデル解析により算出が可

能だが，粘弾性構造及び粘性率の値は確定的な数値がない状況にある．本研究では，大地震の粘性緩

和による変動の数値計算と測地観測データの比較から粘性緩和の変動量を大きく左右する粘弾性構造

の推定を目指す．プレート境界型地震の粘性緩和からは数百 km スケールの構造，内陸地震の粘性緩

和からは数十 km スケールの構造の推定を試みる． 

 

2. 研究内容 

本年度は，平成 28 年（2016 年）熊本地震の余効変動から九州地方の粘性構造の推定を試みた．九

州地方には東からフィリピン海プレートが沈み込んでいるが，トラフ軸近傍では低角に，九州海岸線

下では高角に沈み込んでいるため，九州内陸においてはスラブ構造の影響は少ないと考え水平二層構

造を仮定した．そして，弾性体の厚さと粘性率の 2 つをパラメータとして以下の条件から最適なパラ

メータ値を算出した．地震直後及び震源域近傍は余効滑りの影響が大きいと考えられることから，地

震 6 ヶ月後から 6 ヶ月間及び震央から 50 km 以上 150 km 以内の観測点を使用し（図-1），余効変動が

明瞭な水平成分の残差が最も小さくなるパラメータ値を探索した． 

 

3. 得られた成果 

水平二層構造のモデリングから弾性層の厚さは 25 km，粘性率は 2.0×1018Pa・s と推定された（図-2）．

震源域から 50 km 以上離れた遠方では，ほぼ粘性緩和によって地震 6 ヶ月後以降の変動は説明可能で

ある．粘性緩和による変動の特徴は東西方向には震源域に向かう方向，南北方向には震源域から遠ざ

かる方向の変動が卓越すること，震源域の東側では隆起の目玉があり，その隆起を取り囲む領域で沈

降が卓越していることである．震源域近傍（～50 km）では，1 cm 弱の残差が見られるが（図-3），こ

れらは余効滑りでほぼ説明が可能である．震源域近傍では余効滑りの影響が強く，遠方では粘性緩和

による変動が支配的であることが分かった．九州内陸は，別府―島原地溝帯と呼ばれるせん断帯が知

られており，九州中部の北東－南西方向に地下に弱面が存在する可能性が指摘されている．今後地下

の不均質構造を考慮したモデリングを実施し，より詳細な粘性構造の推定を行う予定である． 
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図-1 地震 6 ヶ月後から 6 ヶ月間の余効変動の観測値と粘性緩和による変動の比較．点線はそれぞれ震央から

50，100，150 km の距離．（左）水平変動．（右）上下変動． 

 

 

 

図-2 水平変動の残差の比較．弾性層の厚さ（色付丸）

と粘性率（横軸）． 

図-3 地震 6 ヶ月後から 6 ヶ月間の変動の残差（観測値

－粘性緩和による変動）． 
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測地学的データに基づくスロースリップイベントの発生過程に関する研究（第

1 年次） 
 

          

実施期間 平成 29 年度～平成 33 年度 

地理地殻活動研究センター

地殻変動研究室 

小沢 慎三郎 

矢来 博司 

 

1. はじめに 

海溝域で発生するスロースリップイベントは，プレートの沈み込み過程を考える上で大変重要であ

る．またスロースリップイベントが大地震を引き起こしたケースもあるため，防災の観点からもその

発生過程を詳細に調べる必要がある．しかしながら，スロースリップイベント，特に短期的スロース

リップに伴う地殻変動は大変小さく，GNSS 観測の結果から詳細な発生過程を調べることは大変困難

であった． 

 

2. 研究内容 

本研究では，国土地理院で開発されてきた時間依存のインバージョンを用い，GNSS データからスロ

ースリップイベントの発生時の滑り過程の時空間変化を推定した．対象としては，2017 年 11 月～12

月に紀伊半島から愛知県にかけて発生した短期的スロースリップイベントを取り上げた．時間依存イ

ンバージョン解析では，10 月 30 日～12 月 25 日の毎日の GNSS データを使用した．GNSS データに含

まれる周期成分は，あらかじめ除去して使用している．プレート境界面はスプライン曲面で表現し解

析に使用している．スプライン曲面のグリッド間隔は 20km 程とし，全部で 300 点のグリッドを使用

している．フィリピン海プレートの形状は，Hirose et al. （2008）を採用した．時間スムージングは時

系列のばらつきから決めている．空間スムージングは尤度が最大となる値を使用した． 

 

3. 得られた成果 

2017 年の三重県～愛知県の短期的スロースリップにおいては 2017 年 11 月 13 日から 23 日にかけて

三重県でスロースリップが発生し，11 月 23 日から 12 月 9 日にかけて発生領域が愛知県側に移動して

いるのが推定された（図-1）．全体のモーメントマグニチュードはおよそ 6.3 程度となった．この推定

結果は，低周波地震活動の時間的な変遷や傾斜計，歪計から提唱されたモデルと調和的である．この

ことから，GNSS データを用いても短期的スロースリップの詳細を調べられる可能性があることがわ

かった． 

 

4. 結論 

本手法で三重県から愛知県にかけて発生した短期的スロースリップの破壊過程を推定することがで

きた．この結果により，GNSS データ及び開発された時間依存のインバージョンの有効性が示された．  

 

-134-



      

 

 

図-1 推定されたフィリピン海プレート上の滑り（赤）．黒破線のコンターはプレート境界の等深線を示す．青

のコンターは滑り量が 5mm のコンター． 

 

 

参考文献 
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SAR 衛星観測と数値計算による水蒸気爆発型噴火の 
前駆的地殻変動機構に関する研究（第 2 年次） 

 

 

実施期間 平成 28 年度～平成 29 年度 

地理地殻活動研究センター 

地殻変動研究室 

 

小林 知勝 

 

1. はじめに 

水蒸気爆発型噴火は，多様な噴火タイプの中では比較的小規模ながらも，人間の生命や安全にとっ

ては大きな脅威であり，かつその発生頻度も他の噴火タイプと比べると高い．火山噴火災害軽減を視

野に入れた時，噴火に向けた準備過程のメカニズムの定量的理解は，火山活動の把握・評価及び推移

予測の観点から火山研究にとって最重要課題の1つである．本研究は，一般的に規模が小さいために予

測が難しいとされる水蒸気爆発型噴火について，SAR衛星データで捉えられた噴火発生前に出現する

地殻変動を手掛かりに，前駆的に進行する地下浅部の圧力変化の要因を数値シミュレーションにより

明らかにし，噴火発生に至るまでの準備過程の物理的条件を理解することを目的としている．なお，

本研究は科学研究費補助金（研究課題番号： 1 6 K 1 7 7 9 7）により実施されるものである．  

 

2. 研究内容 

本研究では，SAR解析により取得される地殻変動データに基づいて，水蒸気噴火前に地下浅部の熱

水系環境で進行すると考えられる膨張のメカニズム解明に向けた研究を実施する．そのために，SAR

衛星データ解析による水蒸気噴火発生場で進行する地殻変動の規模や空間的広がりの取得及び浅部地

殻内の熱/圧力変化に伴う地殻変動の数値シミュレーションを行う．平成29年度は，平成28年度の解析

で得られた箱根山・大涌谷の地殻変動源の推定及び大涌谷直下の圧力・熱の時空間発展についての数  

値計算を実施した． 

 

3. 得られた成果 

平成 28 年度の解析から，2015 年 4 月末以降見られた活動異常前にも大涌谷で地殻変動が進行して

いたことを明らかにしたが，平成 29 年度ではその時間発展の詳細をさらに詳しく調べた（図-1）．2014

年 9 月以前に利用できるデータがないため，変動の開始時期は必ずしも明瞭ではないが，遅くとも

2014 年末頃から変位が認められた．地表変位速度は約 5mm/月の速度で，膨張性の変動が進行してい

たと考えられる（図-2）．注目すべき点は，その変動域の位置と空間サイズが ALOS-2 衛星で捉えられ

た噴火前 2 ヶ月間に検出されたものとほぼ同じであったことである．変動は時間とともに発展してい

くものの，その位置とサイズに大きな変化はなかった．変動源の位置や圧力変化を調べるため，円盤

状の変動源（Fialko et al. (2001)の Penny-shaped crack モデル）を仮定してモデル計算をした．その結

果，変動域直下約 150m の位置での約 0.7MPa の増圧（1330m3 の体積増加に相当）で観測量を説明で

きることがわかった．RADARSAT-2 と ALOS-2 衛星データの解析から得られた変動域内の地点の地表

変位の時間発展を見ると，活動異常が顕著になる前は数 mm/月のほぼ一定速度で地表変位が進行して

いたが，4 月末の活動異常を境に，噴火に向けて変位が加速していることがわかった（図 -2）． 
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こうした局所的な地殻変動がどのような機構により生じ得るかを数値計算により考察することを試

みた．ここでは，地下浅部の熱水系への熱/火山性流体の供給条件や帯水層の位置・分布等を様々に変

えた数値シミュレーションにより，地下深部からの熱や水の貫入に伴う浅部熱水系環境における間隙

流体圧分布や温度分布を得た．シミュレーションでは，地殻内の空隙率・浸透率等のパラメータを与

えて地殻浅部の熱水系環境を設定した．計算には米国地質調査所が開発・公開するソフトウェア

「HYDROTHERM」を使用した．GNSS データの解析から，駒ケ岳の南麓直下の球状圧力源の膨張と

そこから北に伸びるダイク開口が推定されることから，それらをマグマ溜りと大涌谷につながる供給

通路とみなした計算領域を設定し（図-3），2001 年から流体及び熱を供給させて大涌谷直下の温度と

圧力に関する時空間分布を調べた．南北に走るダイクの浸透率（10-9m2）を周囲（10-13m2）より高く設

定し，駒ケ岳南麓直下の深部マグマから上昇してきた流体（ここではソフトウェアの制限から H2O の

みを扱う）を 2001 年から供給させた．供給量は，GNSS の基線長の伸びの量（比）に合わせて，各活

動イベント毎に試行錯誤的に与えた．本研究では，幾つかの先行研究において指摘されている火道閉

塞の考え（硫黄等の鉱物の析出により火道内の浸透率が低下することで閉塞し，圧力が局所的に高ま

図-1 RADARSAT-2 衛星データによる干渉 SAR 時系列解析で得られた 2014 年 9 月から 2015 年 3 月

までの地表変位の時間発展．SAR 干渉のマスター画像は 2014 年 9 月 28 日撮像． 

図-2 SAR 解析から得られた

大涌谷において噴火前

に進行した地表変位の

時間発展． 
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る）を基に，火道閉塞が局所的な圧力増加に寄与した可能性を数値計算で調べた．これを再現するた

めに，大涌谷直下浅部につながる高浸透率の領域の上部に低浸透率（10-17m2）のキャップ領域を設定

した．数値計算の結果，閉塞部周辺に局所的に圧力増加領域が生成されており，局所的な地殻変動が

進行する条件が形成され得ることが示された（図-4）．熱と圧力の時間発展についても調べたところ（図

-5），熱の蓄積が開始するには深部の流体・熱供給が開始して約 2 年かかる一方で，圧力は深部からの

供給が始まると大涌谷直下でも数日で圧力増加が見られた．2014 年後半から 2015 年 4 月までの期間

では，深部からの供給量が小さく圧力増加はほとんど見られないが，温度上昇は顕著に確認できた．

活動異常が顕在化するまでに見られた微小な変動は，熱変形が大きく寄与していることが示唆される．

この数値計算から得られた浅部の温度変化を入力データとして，弾性変形と熱変形を取り扱う機能を

備えた 3 次元有限要素解析ソフトウェア「3D-σ」を用いた地殻変動計算を実施した．ここでは，泥に

相当する媒質を浅部に組み入れて構造の不均質を考慮したモデルを作成した（図-6）．数値計算から得

られた 10℃の温度上昇を，深さ 150m に位置する 100m 四方のセルに与えて熱変形による地殻の変形

を計算すると最大約 3cm の変位が生じた（図-6）．初期のゆっくりした変動は，熱変形の寄与が大きい

と考えられる．一方，4 月末以降は深部からの供給増に伴いほぼ時間遅れ無しで圧力が大きく増加し

ていることから，圧力増加が地殻変動の要因として大きく寄与していると考えられる．  

 

 

 

 

図-3 地下深部マグマからの流体

注入による箱根山地下の地

熱環境の数値計算の設定．

大涌谷直下のごく浅部に低

浸透率の火道閉塞を導入し

たモデル． 

図-4 2014 年後半から 2015 年 4 月にかけての

圧力増加分布．大涌谷直下の火道閉塞部

に局所化した圧力増加が認められる． 
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4. 結論 

前年度の解析で得られた箱根山・大涌谷の地殻変動源の推定を行った．解析の結果，変動域直下約

150mの深さに位置する円盤状のクラックが，約0.7MPa増圧（1330m3の体積増加に相当）したと推定さ

れた．さらに，測地データから推定される箱根山のマグマ供給系とその活動履歴を踏まえた圧力・熱

の時空間発展についての数値計算を実施したところ，大涌谷直下浅部につながる高浸透率の領域の上

部に低浸透率のキャップ領域（火道閉塞部）を考慮することで，局所的な地殻変動が進行する条件が

形成され得ることが示された． 
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図-5 火道閉塞部における圧力（黒線）及び温度（赤線）の時間発展．（左）2001 年以降．（右）

2014 年後半以降． 

図-6 3 次元有限要素解析の結果．（左）計算に使用した 3 次元有限要素モデル．（右）数値計算で

得られた温度変化を用いて 3 次元有限要素法により計算した地表変位． 
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